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全文はコチラ

https://www.mlit.go.jp/page/kanbo05_hy_003378.html

本資料は、令和8年度国土交通省予算決定概要として
国土交通省ホームページに掲載されている「都市局」、
「住宅局」及び「水国管理・国土保全局（上下水道関係）」
の資料について、脱炭素化に資する施策を抜粋したもの
です。

問い合わせ先：

（都市局関係）

北海道開発局 事業振興部 都市住宅課

都市事業管理官

電話 ０１１－７０９－２３１１ （内 ５８７４）

（住宅局関係）

北海道開発局 事業振興部 都市住宅課

まちづくり事業推進官

電話 ０１１－７０９－２３１１ （内 ５８６６）

（水国管理・国土保全局（上下水道））

北海道開発局 建設部 地方整備課

上下水道調整官

電話 ０１１－７０９－２３１１ （内 ５８５１）
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国土交通省都市局

令 和 ８ 年 ２ 月

令　和　８　年　度

都　市　局　関　係　予　算　概　要
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Ⅰ．令和８年度　都市局関係予算　総括表
（１）令和８年度　都市局関係予算　事業費・国費総括表

（単位：百万円）

35,096 32,536 36,219 32,432 0.97 1.00
う ち 国 営 公 園 等 整 備 9,541 9,541 9,538 9,538 1.00 1.00
うち国営公園等維持管理 16,100 16,100 15,200 15,200 1.06 1.06

293,487 94,402 275,467 94,007 1.07 1.00

612 306 612 306 1.00 1.00

一般公共事業計 329,195 127,244 312,298 126,745 1.05 1.00

744 406 744 406 1.00 1.00

公共事業関係計 329,939 127,650 313,042 127,151 1.05 1.00

3,379 2,449 3,498 2,429 0.97 1.01

合　　　　計 333,317 130,099 316,540 129,580 1.05 1.00

災 害 復 旧 等

行 政 経 費

１．本表のほか、国土交通省全体で社会資本整備総合
　　交付金、防災・安全交付金があり、地方の要望に応じ
　　て都市局所管事業に充てることができる。
000・社会資本整備総合交付金0・0459,693百万円
000・防災・安全交付金00000000 852,918百万円

２．本表のほか、道路事業全体額の内数として以下のとお
　　り街路事業がある。

　　※「高規格道路、IC等アクセス道路その他」
　　　（国費254,590百万円の内数）等を含む。

３．本表のほか、観光関連予算として、地域の観光資源
　　充実のための環境整備推進事業4,000百万円の内数
　　及びGREEN×EXPO2027を契機としたインバウンド促
　　進事業257百万円がある。

４．本表のほか、一般財団法人民間都市開発推進機構
　　のメザニン支援事業がある。
000・政府保証債（財政投融資）0 060,000百万円
000・政府保証借入（）00000000010,000百万円

（注）計数は、それぞれ四捨五入しているため端数において合計とは一致しない場合がある。

国 営 公 園 等

市 街 地 整 備

住 宅 対 策

事業費 国　費
事　　　　　　　項

令 和 ８ 年 度
（Ａ）

備　　　　　　　考

前 年 度
（Ｂ）

倍　　率
（Ａ／Ｂ）

事業費 国　費 事業費 国　費

(単位：百万円)

事　業　費 国　　費 事　業　費 国　　費
5,766,779 2,126,475 5,106,114 2,118,885

の内数 の内数※ の内数 の内数 

区　　分 令和８年度 前　年　度

街　路　事　業
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（２）令和８年度　都市局関係予算　主要事項（国費）

（単位：百万円） （単位：百万円）

令和８年度 前 年 度 倍　　率 令和８年度 前 年 度 倍　　率

（a） （b） （a／b） （a） （b） （a／b）

 国営公園等 32,536 32,432 1.00 4,763  行政経費

国営公園等整備 9,541 9,538 1.00 1,339 コンパクト・プラス・ネットワーク関係経費 529 529 1.00 250

国営公園等維持管理 16,100 15,200 1.06 1,793 景観改善推進事業 58 58 1.00 0

2027年国際園芸博覧会政府出展調査 1,750 1,517 1.15 1,633 官民連携都市再生推進関係経費 102 170 0.60 83

 市街地整備 94,402 94,007 1.00 13,841 まちづくりGX緑地確保推進調査 25 25 1.00 0

都市構造再編集中支援事業 70,660 70,200 1.01 8,466 脱炭素・クールダウン都市開発推進事業 20 30 0.67 0

国際競争拠点都市整備事業 13,000 13,000 1.00 442 防災集団移転促進事業 709 550 1.29 1,068

まちなかウォーカブル推進事業 618 618 1.00 19 スマートシティ実装化支援事業 220 242 0.91 30

先導的まちづくり調査 285 300 0.95 50 都市開発の海外展開 257 239 1.08 23

都市・地域交通戦略推進事業 1,000 1,000 1.00 189 2027年国際園芸博覧会関係経費 145 145 1.00 2,445

まちづくりファンド支援事業 120 100 1.20 70 明日香村歴史的風土創造的活用事業交付金 160 160 1.00 0

まちづくり推進活動資金 15 0 皆増 0 2,449 2,429 1.01 3,929

民間都市開発推進資金 2,129 2,000 1.06 1,900 130,099 129,580 1.00 26,803

都市再生コーディネート等推進事業 880 880 1.00 25

都市防災・減災推進調査 100 0 皆増 0

都市空間情報デジタル基盤構築調査 1,050 1,136 0.92 100

都市空間情報デジタル基盤構築支援事業 1,259 1,173 1.07 50

グリーンインフラ活用型都市構築支援事業
（2027年国際園芸博覧会） 255 274 0.93 2,126

 住宅対策 306 306 1.00 0

127,244 126,745 1.00 18,604

 災害復旧等 406 406 1.00 4,270

127,650 127,151 1.00 22,874

１．本表は、主要事項を記載しているため、各計数の和は合計と一致しない。
２．計数は、それぞれ四捨五入しているため端数において合計とは一致しない場合がある。

一般公共事業計

公共事業関係計 (A)

事　　項
（参考）

令和７年度
補正予算

事　　項
（参考）

令和７年度
補正予算

行政経費計 (B)

合　　　　計 (A)＋(B)
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Ⅱ．令和８年度 都市局関係予算の基本方針

○3D都市モデル（PLATEAU）の広域的整備、社会実装の推進

地域に民間投資を呼び込み、人々が行き交い、集い、語らう、個性ある都市空間をつくる

国土強靱化、復興まちづくり、事前防災・事前復興で、安全・安心なまちをつくる

コンパクト・プラス・ネットワークの強化
○市町村域を越えた広域連携の強力な推進
○業務施設等の集積による「稼ぐ力」の強化
○イノベーションを創出するまちづくりの推進

○能登半島地震等からの復興まちづくり事業の推進
○事前復興まちづくり計画の策定推進
○ハード・ソフト両面からの宅地液状化対策、盛土の安全確保対策の着実な実施
○防災集団移転の着実な促進

～令和の都市リノベーションで、日本の生活空間を、より豊かに～

国際連携 ○国際機関やG7との都市政策連携 
海外展開 ○デ

海外展開
ジタル技術を生かした公共交通指向型都市開発の 

 

2027年国際園芸博覧会
首里城復元

○開催に向けた準備や
復元に向けた取組の確実な実施

まちづくりDX

○観光に資する歴史まちづくりの強力な促進
○既存ストック建造物の民間活用の推進
○広域的な景観まちづくりの推進

地域資源を活かしたまちづくりの急加速

まちづくりGX
○都市緑地の質・量両面の確保の推進
○TSUNAG認定の更なる活用促進

ま ち

○官民が協働した公共的価値創出の促進

エリアマネジメントと国際競争力の強化
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Ⅲ.主要事項の様式

地球的・国家的規模の課題である①気候変動への緩和策・適応策（CO2排出削減、暑熱対策等）や②生物多様性の確保
（生物の生息・生育環境の確保等）、人々のライフスタイルの変化を受けた③Well-beingの向上（健康の増進、良好な子育て環境
の確保等）といった社会的要請に対応するため、環境に優しい都市構造への変革、都市におけるエネルギーの面的利用の推進、都市緑
地の多様な機能の発揮を図る取組を進めるほか、猛暑の中でも安全・快適に暮らせる都市環境づくりを推進する。

エネルギー密度の高い市街地において、再エネ
化等の取組を集中的に支援するなど、エネル
ギーの面的利用やZEBレベルの省エネ水準の建
築物整備を推進し、エネルギー利用を効率化

街区・建築物単位での取組

施策の概要

都市公園の整備を含むグリーンインフラの社会
実装、緑地の保全や緑化の推進、金融等の
関係者との連携を通じた民間事業者等による
緑地確保の後押しを進め、CO2吸収、生物の
生息・生育空間の確保、健康増進等を推進

緑とオープンスペースの確保
コンパクト・プラス・ネットワークや都市機能の
集約による公共交通の利用促進等により、
徒歩・自転車や公共交通の分担率の向上を図
り、CO2排出量の削減等を推進

都市構造や移動手段の変革

公共交通網の整備
居心地が良く

歩きたくなる空間の創出

コンパクト・プラス・ネットワーク

緑化の推進

まちなかでのグリーンインフラの社会実装、
クールスポットの創出に係る先進的な取組等の支援
を進め、ヒートアイランド対策を推進

水景設備等による涼環境の形成 

 

TSUNAG認定

緑の整備による快適な滞留空間の創出

４．まちづくりGX

室外機の緑化による排熱対策

官民連携による公園の整備

【都市構造再編集中支援事業、まちなかウォーカブル推進事業、
都市・地域交通戦略推進事業 等】

【国際競争拠点都市整備事業、都市構造再編集中支援事業 等】

【まちづくりＧＸ緑地確保推進調査、都市公園・緑地等事業 等】

【まちなかウォーカブル推進事業、都市構造再編集中支援事業、
都市再生整備計画事業、脱炭素・クールダウン都市開発推進事業 等】

猛暑の中でも安全・快適に暮らせる都市環境
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（１）改正都市緑地法等を踏まえた緑地確保の推進
４．まちづくりGX

令和６年11月に施行された都市緑地法等の一部を改正する法律により創設された、企業等による良質な緑地確保の取組を国土交
通大臣が認定する制度（TSUNAG）を一層活用することで、民間投資の呼び込みを促進する。加えて、都市緑地の質・量両面での確
保に向けて、特別緑地保全地区等の樹林の更新等を図る機能維持増進事業を推進する。

まちづくりＧＸ緑地確保推進調査

企業等による緑地確保の取組を促進するため、金融・経済
界も巻き込み、TSUNAG認定を活用した民間投資の呼び込
みを図る。

【国際基準等との連携】
国際基準等の動向を踏まえ、評

価項目・基準の見直しを行うととも
に、国際会議等で周知し、国内
外の認証制度との連携を図る。

【民間投資の呼び込みの促進】
企業等、金融機関・投資家、

評価機関と連携し、ESG投資に
おいてTSUNAG認定を活用した
モデルケースを創出し、横展開を
図る。

企業等
・良質な緑地の創出
・グリーンボンドの発行 等

評価機関
・グリーンボンドの
評価・格付の発行

金融・投資家
・企業やプロジェクト
への融資 等

良質な緑地
プロジェクト

国際基準

評価項目・基準（レベル）の
見直し 等

国際基準や認証制度
との連携 等

都市公園・緑地等事業

樹木の皆伐や択伐等により樹林の更新等を図る機能維持増
進事業について、緑地の質の更なる向上を実現するため、計画
的な取組や官民連携による取組への支援を強化する。

実施計画のイメージ
（東京都調布市）

【機能維持増進事業の
計画的な実施】

【地元団体等と連携した
機能維持増進事業等の実施】

企業やNPO等と連携した緑地
保全の取組を推進するため、古都
保存・緑地保全等事業において
民間団体が実施する機能維持増
進事業等に対する間接交付を可
能とする。

計画的で実効性の高い緑地保
全の取組を推進するため、古都
保存・緑地保全等事業の対象に
「機能維持増進事業の実施に係
る計画策定」を追加する。

0.3億円(1.00倍)調 査まちづくりGX緑地確保推進調査

4,597億円の内数社総交都市公園・緑地等事業

地元団体による竹林の伐採作業
（神奈川県鎌倉市）

調布市HPより
鎌倉市提供

継 続
拡 充
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まちなかの暑さ対策エネルギーの面的利用・利用効率化、省エネ・創エネの推進

（２）エネルギーの面的利用および
まちなかの暑さ対策の推進

４．まちづくりGX

エネルギーの面的利用と組み合わせた省エネと創エネ等への支援により、段階的な取組や先進的・総合的な取組を推進することで、街区
の防災性能および環境性能の強化を行い、ネット・ゼロ・エネルギー街区の実現を図る。
緑陰や日よけ等のまちなかでの暑さをしのぐクールスポットの創出など、暑熱対策に官・民で取り組む地域に対して支援を実施するとともに、

民間都市開発事業者等の先進的な実証事業への支援等を通じ、暑熱対策に資する取組を推進する。

【国際競争拠点都市整備事業、都市構造再編集中支援事業】 【まちなかウォーカブル推進事業、都市構造再編集中支援事業、
都市再生整備計画事業、民間都市開発推進資金 等】

【脱炭素・クールダウン都市開発推進事業】

気候変動により猛暑・酷暑期間が長期化しても、通勤・通学や通院・買い
物といった都市空間での日常生活を安全・快適に続けられる「都市のクールダ
ウン」の取組について、対策の検討から社会実験、施設整備まで広く支援す
る。

エネルギー導管で複数の建物をつなぎ、効率的に熱・電気を融通するエネ
ルギーの面的利用や、省エネ・創エネ等への支援により、先進的・総合的な
取組を推進することで、街区の防災性能および環境性能を強化する。

街区の防災性および環境性の強化、ネット・ゼロ・エネルギー街区化を進め
ることによりまちづくりGXの実現を目指す。

街区の
防災性の強化

ネット・ゼロ・エネルギー
街区化 民間都市開発事業者等が行う都市の脱炭素

化・暑熱対策に資する先進的な取組に係る実証
事業に対して支援する。

日よけ

3D都市モデルでの
シミュレーション

水盤・水に
触れられる場所

屋上・壁面緑化

透水/保水性舗装 緑化の充実

クールスポット

クールスポット

エネルギーの面的利用のイメージ ネット・ゼロ・エネルギー街区化のイメージ

130.0億円(1.00倍)補 助国際競争拠点都市整備事業
706.6億円(1.01倍)補 助都市構造再編集中支援事業
4,597億円の内数社総交まちなかウォーカブル推進事業

21.3億円(1.06倍) 等貸 付民間都市開発推進資金

効果的なクールスポット創出のための
冷却装置の適正配置等の実証

※令和７年度補正予算 国際競争拠点都市整備事業 0.5億円。合計130.5億円（1.00倍）

継 続
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Ⅰ．令和８年度住宅局関係予算の基本方針

２.既存ストックの有効活用と流通市場の形成

（既存住宅流通市場の活性化／空き家対策の強化）

３.誰もが安心して暮らせる多様な住まいの確保

（こども・子育て対策／住まいのセーフティネット／バリアフリー）

４.住宅・建築物における持続可能な社会の構築

（省エネ性能向上・LCCO2の削減／木材利用の促進／住宅・建築物分野のＤＸ推進／住宅・建築分野の国際展開）

１.住まい・くらしの安全確保、良好な市街地環境の整備

（災害対策の強化／災害へのレジリエンスの向上／被災地における恒久的な住まいの確保）

重点施策のポイント

注. 計数はそれぞれ四捨五入しているため、端数において合計とは一致しない場合がある 

予算総括表
（単位：億円）

予算額
事項

前年比R７R８

１．００1,6431,644公共事業

０．９５８１76行政経費

１．００1,7２４1,72１合計

1
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４．住宅・建築物における持続可能な社会の構築

＜省エネ化の目標＞
2025 ：省エネ基準適合の義務づけ
2030 ：ZEH・ZEB水準の省エネ性能適合を義務づけ
２０５０ ：ストック平均でZEH・ZEB水準の省エネ性能を目指す

○ 新築時の対策強化の必要性（ZEH・ZEB水準の省エネ性能）

○ 既存ストックの低い省エネ性能（現行基準適合ストックは19％）

ストック全体の省エネ性能の引上げ

○ 建築物のライフサイクルカーボン（※）評価を促進するため
の制度の構築

○ 既存住宅・建築物ストックの省エネ化の促進 ★

○ 新築住宅・建築物の省エネ性能の引き上げ ★

○ BIMと連携したライフサイクルカーボン評価の
実施等への支援

○ 優良建築物等への補助事業におけるLCCO2評
価の要件化

１．省エネ性能向上・LCCO２(ﾗｲﾌｻｲｸﾙｶｰﾎﾞﾝ)の削減

Ⅱ．令和８年度予算の主要事項

＜建築物のライフサイクルカーボン削減に関する関係省庁連絡会議（R6.11～）＞

・基本構想（2025.４連絡会議決定）を公表

→２０２８年度を目途に建築物のライフサイクルカーボン評価の実施を促す制度

の開始を目指す

建築物のライフサイクルカーボンの削減

建築生産者・建材製造等事業者の脱炭素化の取組

建築物ﾗｲﾌｻｲｸﾙｶｰﾎﾞﾝ評価の実施に
よる脱炭素化の取組の可視化

投資家・金融機関、建築物利用者による評価

脱炭素化に取り組んだ建材等や
建築物の需要拡大

○ 新興国等における事業展開への支援

４．住宅・建築分野の国際展開

○ 建築行政手続等の総合的なDX化への取組強化

○ 空き家データベースシステムの整備

３．住宅・建築物分野のＤＸ推進

2050年カーボンニュートラルの実現に向け、住宅・建築物分野の脱炭素化を促進するた
め、省エネ対策に加え、建築物のライフサイクルカーボン削減に向けた取組を推進する。

背 景 主要事項

○ 優良な中大規模木造建築物等の整備等への支援

○ 木造建築物等の規制合理化に向けた基準整備

２．木材利用の促進

令和７年度補正予算においても措置：★

★

※建築物のﾗｲﾌｻｲｸﾙ全体における CO2排出量

54
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ⅢⅢ．．令令和和８８年年度度予予算算のの各各施施策策概概要要  
 

 

目    次 
 

 

１．住まい・くらしの安全確保、良好な市街地環境の整備 
住宅・建築物耐震改修事業               ・・・・  ８ 

建築物耐震対策緊急促進事業              ・・・・  ９ 

災害時拠点強靱化緊急促進事業             ・・・・ １０ 

狭あい道路情報整備モデル事業             ・・・・ １１ 

狭あい道路整備等促進事業               ・・・・ １２ 

密集市街地総合防災事業、 

住宅市街地総合整備事業(密集住宅市街地整備型) ・・・・ １３

住宅市街地総合整備事業(水害対策型)                 ・・・・ １４ 

災害危険区域等建築物防災改修等事業                   ・・・・ １５ 

暮らし維持のための安全・安心確保モデル事業       ・・・・ １６ 

地域居住機能再生推進事業                        ・・・・ １７ 

特定施策賃貸住宅ストック総合改善等事業          ・・・・ １８ 

2050 先導型住宅推進事業               ・・・・ １９ 

災害公営住宅整備事業                   ・・・・ ２０ 

災害復興住宅融資                     ・・・・ ２１ 

 

 

２．既存ストックの有効活用と流通市場の形成 
住宅ストック循環促進事業                       ・・・・ ２３ 

マンション総合対策モデル事業                      ・・・・ ２４ 

既成住宅地再生推進モデル事業             ・・・・ ２５ 

空き家対策総合支援事業、空き家再生等推進事業       ・・・・ ２６ 

 

 

 

 

 

 

 

３．誰もが安心して暮らせる多様な住まいの確保 
ＵＲ賃貸住宅を活用した近居による子育て支援      ・・・・ ２８ 

サービス付き高齢者向け住宅整備事業          ・・・・ ２９ 

居住支援協議会等活動支援事業             ・・・・ ３０ 

みんなが安心して住まいを提供できる環境整備モデル事業 ・・・・ ３１ 

バリアフリー環境整備促進事業             ・・・・ ３２ 

 

 

４．住宅・建築物における持続可能な社会の構築 
住宅・建築物省エネ等改修推進事業           ・・・・ ３４ 

公営住宅等ストック総合改善事業、 

改良住宅ストック総合改善事業    ・・・・ ３５ 

みらいエコ住宅 2026 事業（Ｍｅ住宅 2026）        ・・・・ ３６ 

建築ＧＸ・ＤＸ推進事業                          ・・・・ ３７ 

カーボンニュートラルの実現に向けた 

住宅・建築物の体制整備事業   ・・・・ ３８ 

優良建築物等への補助事業における 

ＬＣＣＯ２評価実施の要件化    ・・・・ ３９ 

サステナブル建築物等先導事業（ＬＣＣＯ２評価先導型） ・・・・ ４０ 

既存建築物省エネ化推進事業（ＬＣＣＯ２評価実施型）  ・・・・ ４１ 

優良木造建築物等整備推進事業             ・・・・ ４２ 

民間事業者等の知見を活用した建築基準整備の推進事業  ・・・・ ４３ 

建築行政ＤＸ総合推進事業               ・・・・ ４４ 

住宅・建築分野における海外展開            ・・・・ ４５ 
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４．住宅・建築物における
持続可能な社会の構築
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住宅・建築物省エネ等改修推進事業

サーキュラーエコノミーの実現に資する既存住宅の活用の拡大を図るため、省エネ改修に加え、長寿命化や、子育て、防犯など
地域の課題解決に向けた改修など、既存住宅の改修に対する支援を強化する。

令和８年度当初予算：
社会資本整備総合交付金等の内数

建築物

省エネ診断の費用、設計費用及び改修費用

※ 設備の効率化に係る工事については、開口部・躯体等の
工事と併せて実施するものに限る。

※ 「省エネ基準」又は「ZEB水準」に適合させる改修と併せて
実施する「特定課題対応リフォーム」の費用を含む。

※ 改修後に耐震性が確保されることが必要（計画的な耐震化
を行うものを含む）

※ 省エネ基準適合義務の施行後に新築された建築物又はそ
の部分は、ZEBレベルへの改修のみ対象。

■■ 交交付付額額

■■ 対対象象事事業業

省エネ診断の費用、設計費用及び改修費用

※ 設備の効率化に係る工事については、開口部・躯体等の
断熱化工事と同額以下。

※ 「改修費用」には、「ZEH水準」に適合させる改修と併せて実
施する「構造補強工事」の費用を含む。

※ 「省エネ基準」又は「ZEH水準」に適合させる改修と併せて
実施する「特定課題対応リフォーム」の費用を含む。

※ 改修後に耐震性が確保されることが必要（計画的な耐震化
を行うものを含む）。

※ 省エネ基準適合義務の施行後に新築された住宅又はその
部分は、ZEHレベルへの改修のみ対象。

■■ 交交付付額額

■■ 対対象象事事業業

以下の①、②及び③を満たすリフォーム工事に
係る設計費用及び改修費用

① インスペクションの実施、かつ、維持保全
計画・履歴の作成

② 工事後における、劣化対策、省エネルギー
性及び耐震性の確保

③ ②等の性能向上、三世代同居対応、子育て
世帯対応、防災性・レジリエンス性能の向
上にあたる改修のいずれかへの該当

住宅
省エネ型 性能向上型

※ 省エネ改修の地域への普及促進に係る取組を行う場合に
重点的に支援

※ 耐震改修と併せて実施する場合は、
住宅・建築物安全ストック形成事業等において実施

※ 国・地方で1/2ずつの負担

■■ 対対象象事事業業

■■ 交交付付率率

○レジリエンス性能の確保、雪害対策、防犯対策、気候風土適応に係る措置等の「地域の住宅・建築物に係る課題の解決につながる要素」を含む改修工事
（地方公共団体の策定する「住生活基本計画」に位置付けられた課題に対する改修工事に限る。） 

 

特定課題対応リフォーム

拡充

※赤枠太囲い部分は拡充内容

省エネ型

※ 耐震改修と併せて実施する場合は、
住宅・建築物安全ストック形成事業等において実施

補補助助割割合合補補助助対対象象

(民間) 国と地方で2/3、民間1/3
(地方) 国1/2、地方1/2省エネ診断

省エネ基準 300,000円/戸
【定額（交付対象費用の４割を限度）】

ZEH水準 700,000円/戸
【定額（交付対象費用の８割を限度）】

設計・改修
補補助助割割合合補補助助対対象象

評価基準 800,000円/戸 【定額】

認定基準 1600,000円/戸 【定額】

設計・改修

※ 三世代同居、子育て世帯等、既存住宅購入の場合は
500,000円/戸加算

※ 国・地方で1/2ずつの負担

※ インスペクション、リフォーム履歴情報の作成、維持保全計
画の作成、リフォーム瑕疵保険の保険料を含む。

※ 上記①・②・③を満たす改修と併せて実施する「特定課題対
応リフォーム」の費用を含む。

補補助助割割合合補補助助対対象象

(民間) 国と地方で2/3、民間1/3
(地方) 国1/2、地方1/2

省エネ
診断・設計

(民間) 国と地方で23%、民間77%
(地方) 国11.5%、地方88.5%

改修
5,600 円/㎡省エネ基準

9,600 円/㎡ZEB水準

【【補補助助限限度度額額】】

４．住宅・建築物における持続可能な社会の構築
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公営住宅等ストック総合改善事業、改良住宅ストック総合改善事業 継続 令和８年度当初予算：
社会資本整備総合交付金等の内数

※規模増改善、住戸改善・共用部分改善（福祉対応型、安全性確
保型（耐震性の確保に係るもの）、長寿命化型、脱炭素社会対応型、

子育て世帯支援型）については、測量試験費も助成対象。

基本的要件

個別改善事業の分類

支援内容

次のいずれかの分類に該当すること。

① 居住性向上型 ② 福祉対応型

③ 安全性確保型 ④ 長寿命化型

⑤ 脱炭素社会対応型 ⑥ 子育て世帯支援型

○整備費に対する助成

・ 整備費を交付金算定対象事業費とし、その原則50％
を国が社会資本整備総合交付金等により助成。

このほか、改善によって家賃が上昇した場合の
家賃の低廉化に要する費用に対しても一部助成

対象工事

○ 個別改善事業（規模増改善、住戸改善、
共用部分改善、屋外・外構改善）

○ 全面的改善

施行要件改善工事の内容

○ 個別改善事業

建設後20年を経過したもの（原則）

建設後10年を経過したもの
・子どもの安全確保に係る改善

（子どもの転落防止措置等）

年度要件なし

・長寿命化改善

・障害者向け改善

・認知症対応型グループホーム改善

・住宅用防災機器の設置

・既存エレベーター改修

・省エネルギー対策又は再生可能

エネルギー対策に係る改善

・宅配ボックスの設置

・防災・減災対策に係る改善

・交流スペースの設置

建設後30年を経過したもの○ 全面的改善（トータルリモデル）

４．住宅・建築物における持続可能な社会の構築

公営住宅等の既存ストックについて、省エネ性能の向上や再生可能エネルギーの導入促進に向け、省エネルギー対策や再生
可能エネルギー対策に対する支援を行う。
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補補助助対対象象
補補正正予予算算案案のの閣閣議議決決定定日日（（令令和和７７年年1111月月2288日日））以以降降にに、、工工事事着着手手ししたたもものの（（新新築築のの場場合合はは基基礎礎工工事事にに着着手手、、リリフフォォーームムのの場場合合ははリリフフォォーームム工工事事にに着着手手））にに限限るる。。

住住宅宅※※11,,22のの新新築築（（注注文文住住宅宅・・分分譲譲住住宅宅・・賃賃貸貸住住宅宅））

補補助助額額
（（ ））はは１１～～４４地地域域

対対象象住住宅宅対対象象世世帯帯

110万円/戸 （125万円/戸）GX志向型住宅※3すべての世帯

75万円/戸 （80万円/戸）長期優良住宅※3,4

子育て世帯
または
若者夫婦世帯

95万円/戸 （100万円/戸）古家の除却を行う場合※5

35万円/戸 （40万円/戸）ZEH水準住宅※3,4

55万円/戸 （60万円/戸）古家の除却を行う場合※5

既既存存住住宅宅※※99ののリリフフォォーームム※※1100

※1：対象となる住戸の床面積は50㎡以上240㎡以下とする。
※2：以下の住宅は、原則対象外とする。

① 「土砂災害特別警戒区域」、「急傾斜地崩壊危険区域」又は「地すべり防止区域」に立地する住宅
② 「立地適正化計画区域内の居住誘導区域外」かつ「災害レッドゾーン（災害危険区域、地すべり防止区域、土砂災
害特別警戒区域、急傾斜地崩壊危険区域又は浸水被害防止区域）内」で建設されたもののうち、３戸以上の開発
又は１戸若しくは２戸で規模1,000㎡超の開発によるもので、都市再生特別措置法に基づき立地を適正なものとす
るために行われた市町村長の勧告に従わなかった旨の公表に係る住宅

③ 「市街化調整区域」のうち、「土砂災害警戒区域又は浸水想定区域（洪水浸水想定区域又は高潮浸水想定区域
における浸水想定高さ３ｍ以上の区域に限る。）」に立地する住宅

④ 「市街化調整区域以外の区域」のうち、「土砂災害警戒区域又は浸水想定区域（洪水浸水想定区域又は高潮浸
水想定区域における浸水想定高さ３ｍ以上の区域に限る。）」かつ「災害危険区域」に立地する住宅

※3：「GX志向型住宅」は環境省において実施、「長期優良住宅」及び「ZEH水準住宅」は国土交通省において実施。
※4：賃貸住宅の場合、子育て世帯等に配慮した安全性・防犯性を高めるための技術基準に適合することが必要。
※5：住宅の新築にあわせ、建替前に居住していた住宅など建築主（その親族を含む）が所有する住宅を除却する場合。
※6：建築事業者がGXの促進に対する協力について表明等（温室効果ガスの排出削減のための取組の実施、省エネ性

能を満たす住宅の供給割合の増加など）することとする。
※7：戸建住宅、共同住宅の別に応じて、基準値はそれぞれ下表のとおりとする。

※8：他の機器との接続が可能な規格に適合することが必要。（接続の是非は居住者の判断）

※ 9：賃貸住宅や、買取再販事業者が扱う住宅も対象に含まれる。
※10：「先進的窓リノベ事業」、「給湯省エネ事業」及び「賃貸給湯省エネ事業」（これらを総称して「連携事業」という。）との

ワワンンスストトッッププ対対応応の実施を予定している。
※11：「平成４年基準を満たさないもの」とは平成３年以前に建築された住宅など、「平成11年基準を満たさないもの」とは

平成10年以前に建築された住宅などが該当する。
※12：補助額はリフォーム工事の内容に応じて定める額を合算した額。
※13：「『リフォーム前の省エネ性能』と『リフォーム後の省エネ性能』に応じた改修部位や設備の組合せ」をあらかじめ

指定・公表する。
※14：補助対象となるのは必須工事を行う場合に限る。なお、連携事業は必須工事とみなす。

補補助助上上限限額額※※12改改修修工工事事対対象象住住宅宅※※11

上限：100万円/戸平成28年基準相当に達する改修平成４年基準を
満たさないもの 上限： 50万円/戸平成11年基準相当に達する改修

上限： 80万円/戸平成28年基準相当に達する改修平成11年基準を
満たさないもの 上限： 40万円/戸平成11年基準相当に達する改修

平成28年基準相当水準▼

▼平成11年基準相当水準

必須工事のパターン（例）

長長期期優優良良住住宅宅・・ＺＺＥＥＨＨ水水準準住住宅宅GX志志向向型型住住宅宅※※6各各対対象象住住宅宅のの要要件件

等級５以上等級６以上断熱性能

20%以上（一次エネ等級６以上）35%以上（一次エネ等級８）再エネを除く一次エネルギー
消費量の削減率 原則100%以上※7再エネを含む

HEMS※8の設置等高度エネルギーマネジメント

都都市市部部狭狭小小地地等等
又又はは多多雪雪地地域域

寒寒冷冷地地
又又はは低低日日射射地地域域右右記記以以外外のの地地域域

要件なし75％以上100％以上

６６以以上上４４・・５５１１〜〜３３

要件なし50％以上75％以上

【共同住宅(階数)】【戸建住宅(立地)】 窓、天井、床の断熱改修

改修工事内容例②

開口部、外壁、屋根・天井又は床の断熱改修、
エコ住宅設備の設置の組合せ※13

必須工事

子育て対応改修、バリアフリー改修等附帯工事※14

補助対象工事

▼平成４年基準を満たさない住宅

窓、外壁、床の断熱改修
高効率エアコン、高効率給
湯器の設置 等

改修工事内容例①

みらいエコ住宅2026事業（Me住宅2026）
４．住宅・建築物における持続可能な社会の構築

新規
令和７年度補正・令和８年度当初予算等：2,500億円

※ＧＸ経済移行債を含む。

2050年カーボンニュートラルの実現に寄与する良質なストック形成を図るため、「ZEH水準住宅」や「長期優良住宅」の新築、
特に高い省エネ性能等を有する「ＧＸ志向型住宅」の新築及び省エネ改修等への支援を実施し、物価高の影響を受けやす
い住宅分野の省エネ投資の下支えを行う。
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建築ＧＸ・ＤＸ推進事業 継続

＜BIM活用型＞
• 次の要件に該当する建築物であること

耐火/準耐火建築物等 省エネ基準適合
• 元請事業者等は、下請事業者等による建築BIMの導入を支援すること
• 元請事業者等は、本事業の活用により整備する建築物について、維持
管理の効率化に資するBIMデータ整備を行うこと

• 元請事業者等または下請事業者等またはその両者は、上記のうち大規
模な新築プロジェクトにあっては、業務の効率化又は高度化に資するもの
として国土交通省が定めるBIMモデルの活用を行うこと

• 元請事業者等及び下請事業者等は、 「BIM活用事業者登録制度」に
登録し、補助事業完了後３年間、BIM活用状況を報告すること。また、
国土交通省が定める内容を盛り込んだ「BIM活用推進計画」を策定する
こと

＜LCCO2評価実施型＞
• LCCO2評価算定結果を国土交通省等に報告すること（報告内容を
データベース化の上、国土交通省等において毎年度公表）

• 国土交通省等による調査に協力すること
※ BIMモデルを作成した上でLCCO2評価を行う場合は、BIM活用型、
LCCO2評価実施型のいずれの要件も満たすこと

● 補助要件 ● 補助額等
＜BIM活用型＞
• 設計調査費及び建設工事費に対し、BIM活用による掛かり増し費用の
1/2を補助（延べ面積に応じて補助限度額を設定）

＜LCCO2評価実施型＞
• LCCO2評価の実施に要する費用について、上限額以内で定額補助
BIMモデルを作成せずにLCCO2評価を行った場合：650万円／件
BIMモデルを作成した上でLCCO2評価を行う場合：500万円／件
※ LCCO2評価に必要なCO2原単位も策定する場合の上限額は、
400万円を加算

BIMモデルと部材等のCO2原単位を紐づけ

＜BIMモデルを活用したLCCO2評価の実施イメージ＞

建築物ライフサイクルカーボン評価（LCCO2評価）の実施によるLCCO2削減の推進（GX）と建築業界全体の生産性向
上の推進（DX）を図るため、建築物のLCCO2評価の実施と建築BIMの普及拡大を一体的・総合的に支援する。

部材の数
量等の変
動に応じて

LCCO2評価

LCCO2評価算結果

令和８年度当初予算：73億円
４．住宅・建築物における持続可能な社会の構築
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カーボンニュートラルの実現に向けた住宅・建築物の体制整備事業

カーボンニュートラルの実現に向けて、住宅・建築物分野の対策を推進するため、設計・施工方法の習熟、評価・審査体制の
整備、消費者への周知啓発等に対して支援を行うとともに、ライフサイクルカーボンの削減に向けた取組に関する周知啓発、人
材育成等に対する支援を強化する。

拡充・延長 令和８年度当初予算：4.59億円
４．住宅・建築物における持続可能な社会の構築

◆補助対象：民間事業者等 ◆補助率：定額 ◆事業期間：令和８年度～令和12年度 延長

国
住宅取得者・賃借人 消費者等への周知・

普及に係る体制整備
④ 省エネ性能を向上させる取組等の積極的周知啓発・働きかけに対す
る支援

賃貸・販売事業者等 流通側の
体制整備

③ 住宅・建築物の省エネ性能の表示制度の普及、第三者評価の取得
促進

設計事務所
中小工務店等

生産側の
体制整備① 省エネ基準・計算方法、設計・施工方法等に係る講習・実地訓練

審査側の
体制整備

⑤ 審査範囲の見直し等に伴う、積極的周知・普及や、建築物省エネ
法の適合性判定員の育成支援などの審査体制の整備への支援

行政庁
民間の審査機関等

補助

評価機関等② 住宅・建築物の省エネ性能の表示制度等の運用に係る課題分析、
評価員の育成支援

評価側の
体制整備

ライフサイクルカーボンの
削減に向けた体制整備

⑥ ライフサイクルカーボンの削減に向けた取組に関する周知啓発や人材
育成等に対する支援

建築主、設計者、建材設備
製造事業者、評価機関等

・②、③に建築物を追加
・⑥を新たに支援 拡充
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優良建築物等への補助事業におけるLCCO2評価実施の要件化

【内容】
（１）ライフサイクルカーボン評価実施の要件化
延べ面積が2,000㎡以上の建築物の新築（※）の場合には、ライフサイクルカーボン評価を実施すること
※環境・ストック活用推進事業については、新築・増改築・改修

（２）ライフサイクルカーボン評価結果の報告
ライフサイクルカーボン評価結果を国土交通省へ報告すること

【対象事業】
・ 環境・ストック活用推進事業（サステナブル建築物等先導事業、既存建築物省エネ化推進事業）
・ 市街地再開発事業
・ 優良木造建築物等整備推進事業

要件化の内容・対象事業

建築物のライフサイクルカーボンの削減に向けて、2028年度を目途に建築物ライフサイクルカーボン評価の実施を促す制度の
開始を目指しているところ。制度の円滑な開始に向けた環境整備及び今後の制度の更なる拡充・強化に向けた検討に必要
な事例・データ等の収集を行うため、優良建築物等への補助事業においてライフサイクルカーボン評価の実施を要件化する。

＜（参考）建築物のライフサイクルカーボン削減に向けたロードマップ（案）（抜粋）＞

出典：建築物のライフサイクルカーボンの算定・評価等を促進する制度に関する検討会資料（2025年10月）を一部編集 

 

４．住宅・建築物における持続可能な社会の構築
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サステナブル建築物等先導事業（LCCO2評価先導型）

2050年カーボンニュートラルの実現に向け、住宅・建築物の脱炭素化をさらに推進するとともに、国際的な潮流に対応するた
めライフサイクルカーボン評価（LCCO2評価）を行い、ライフサイクルカーボン削減に資する先導的な事業等への支援を行う。

見直し
令和８年度当初予算：
環境・ストック活用推進事業（36.02億円）の内数

「「先先進進性性」」とと「「普普及及・・波波及及性性」」をを兼兼ねね備備ええたたププロロジジェェククトトをを先先導導的的とと評評価価

・学識経験者から構成される評価委員会において評価し、採択を決定

・「ライフサイクルカーボンを削減する取組」等に資するプロジェクト等を積極的に評価

先先導導技技術術のの一一例例

■高断熱による外
皮負荷削減とエ
ネルギー消費量
のミニマム化

■水素吸蔵合金を
利用した季節間
のエネルギー融
通システム

■街区の緑化、周
辺地域の避難場
所提供

■EV・V2Hによる電
力融通

■■住住宅宅■■建建築築物物

■建設時における
省CO2効果が
ある技術

■建物を長寿命化
させる取組

ライフサイクルカーボン削減に向けて先導性の高い住宅・建築物のプロジェクトについて民間等から提案を募り、支援を行う

事業の成果等を広く公表することで、取組の広がりや社会全体の意識啓発に寄与することを期待

＜補助対 象＞ 設計費、建設工事費等のうち、

先導的と評価された部分

＜補 助 率＞ １／２ 等

＜限 度 額＞ 原則３億円／プロジェクト

新築の建築物又は共同住宅について

建設工事費の５％ 等

＜要 件＞ ・CO2削減等に寄与する先導的な技術を導入し、その導入の効果等について

検証を行うこと

・新築の場合、ZEH・ZEB水準に適合すること

・大規模建築物（2,000㎡以上）の新築・増改築・改修の場合、LCCO2評価を実施

すること（評価結果は国に報告） 等

※下線部は見直し事項

４．住宅・建築物における持続可能な社会の構築
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既存建築物省エネ化推進事業（LCCO2評価実施型） 見直し
令和８年度当初予算：
環境・ストック活用推進事業（36.02億円）の内数

【事業の要件】

【補助額等】

以下の要件を全て満たす、建築物（非住宅）の省エネ改修工事

①躯体（壁・天井等）の省エネ改修（高機能換気設備※を設置する
場合は、躯体又は外皮の改修）を伴うものであること
※給気と排気の間で熱交換を行うことで、空調効率の低下を防止する換気設備

②改修前と比較して20％以上の省エネ効果が見込まれること
・ただし、外皮改修面積割合が20％を超える場合は15％以上
・高機能換気設備を設置する場合は、改修に係る部分での
エネルギー消費量の算定が可能

③改修後に一定の省エネ性能に関する基準を満たすこと
④改修後に耐震性を有すること
⑤省エネ性能を表示すること
⑥事例集への情報提供に協力すること
⑦大規模建築物（2,000㎡以上）の増改築・改修の場合、LCCO2評価
を実施すること（評価結果は国に報告） 等

＜補助対象＞ 省エネ改修工事・併せて実施するバリアフリー改修

工事・エネルギー計測 に要する費用

＜補 助 率＞ 補助対象工事の１／３

＜限 度 額＞ 5,000万円/件（設備部分は2,500万円）

※バリアフリー改修工事を行う場合は、当該工事の費用として
2,500万円を上記補助限度額に加算可能

＜事業期間＞ 採択年度を含め原則２年以内

断熱材
（例：ｸﾞﾗｽｳｰﾙ）

高効率
空調設備

躯体の省エネ改修

天井、外壁等（断熱）

開口部（複層ガラス、二重サッシ等） 等

ＬＥＤ照明

スロープの設置

※省エネ改修工事に併せて実施するもの

窓サッシ・窓ガラス
（例：複層ガラス）

高効率設備への改修

空調、換気、給湯、照明 等

省エネ性能の表示

バリアフリー改修※

廊下等の拡幅

手すりの設置

段差の解消 等

【イメージ】

2050年カーボンニュートラルの実現に向け、建築物ストックの省エネ改修や脱炭素化を促進するため、ライフサイクルカーボン評
価（LCCO2評価）を実施する省エネ改修工事（躯体の省エネ改修、高効率設備への改修）への支援を行う。

※下線部は見直し事項

４．住宅・建築物における持続可能な社会の構築
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優良木造建築物等整備推進事業

2050年カーボンニュートラルの実現に向け、炭素貯蔵効果が期待できる中大規模木造建築物の普及に資するプロジェクトや
先導的な設計・施工技術が導入されるプロジェクトに対して支援を行う。

見直し

民間事業者等
● 補助対象事業者

①主要構造部に木材を一定以上使用すること
②建築基準上、耐火構造又は準耐火構造とすることが求められること
③不特定の者の利用又は特定多数の者の利用に供する用途であること
④ZEH・ZEB水準に適合すること
⑤木造建築物等の普及啓発に関する取組がなされること
⑥伐採後の再造林や木材の再利用等に資する取組がなされること
⑦大規模建築物（2,000㎡以上）の新築の場合、LCCO2評価を実施
すること（評価結果は国に報告） 等

※ 下線部は見直し事項
※ 先導的なプロジェクトの場合は、有識者委員会で先導性を評価されること

● 補助要件

● 補助率・補助限度額
【調査設計費】 木造化に関する費用の１/２以内
【建設工事費】 木造化による掛増し費用の１/３以内

(ただし算出が困難な場合は建設工事費の７％以内)
【補助限度額】 合計２億円
※先導的なプロジェクトの場合は、建設工事費及び上限を引上げ

【補助対象イメージ】

地上９階建て混構造事務所
【出典】熊谷組HP

令和８年度当初予算：
住宅・建築物カーボンニュートラル総合推進事業（308.60億円）の内数

４．住宅・建築物における持続可能な社会の構築
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Ⅳ.令和７年度補正予算の概要(住宅局関係)

地地方方のの伸伸びび代代のの活活用用とと暮暮ららししのの安安定定

○物価高騰を踏まえた補助限度額の引上げ

○残価設定型住宅ローン保険＜創設＞ 月々の返済負担を軽減可能な住宅ローンの供給促進

令和７年11月28日閣議決定
令和７年12月16日予算成立

○居住支援協議会等活動支援事業 居住支援法人等が行う入居相談や見守り等を支援

足足元元のの物物価価高高へへのの対対応応

【1億円】

○ 地域居住機能再生推進事業等 老朽化した公営住宅の建替え等の促進

○既設公営住宅等災害復旧事業 令和７年８月６日からの大雨等からの復旧

○災害公営住宅整備事業

○ フラット３５借換融資の金利引下げ＜創設＞

能登半島地震の被災地における災害公営住宅の整備

○市街地再開発事業等

○能登半島地震に伴う建築確認等の円滑化 省エネ適判手数料の減免に対する支援

防防災災・・減減災災・・国国土土強強靱靱化化のの推推進進

【18億円】 災害に強い市街地形成の促進

○既存住宅流通活性化緊急促進事業＜創設＞ 大都市圏における空き家等の流通促進

住宅局各種補助事業の補助限度額の引上げ

エエネネルルギギーー・・資資源源安安全全保保障障のの強強化化

○みらいエコ住宅2026事業＜創設＞
【2,050億円】

（GX経済移行債を含む）
「ZEH水準住宅」や「長期優良住宅」の新築、特に高い
省エネ性能等を有する「GX志向型住宅」の新築及び
省エネ改修等への支援

未未来来にに向向けけたた投投資資のの拡拡大大

○建築行政DX総合推進事業＜創設＞ 建築行政のDX化による各種業務の効率化、質の向上

住宅瑕疵担保履行法の基準日届出手続きや、建築基
準法の大臣認定手続きに係るシステムの整備・強化（デジタル庁一括計上）

子育て世帯等について、固定金利への借換に伴う
返済負担の軽減

【14.52億円】

【2億円】

【制度拡充】

【2.20億円】

【114.43億円】

【207.94億円】

【2.07億円】

【0.10億円】

【0.20億円】

【0.70億円】

※この他に令和８年度当初予算等が
あり、合計した金額は2,500億円

○ 住宅瑕疵担保履行制度等に係る行政手続き円滑化

○ フラット３５の融資要件の見直し 【制度改正】 融資限度額の引上げ及び床面積の下限の引下げ
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（参考１）　令和８年度住宅局関係予算総括表
（単位：億円）

令 和 ８ 年 度 前 年 度 対 前 年 度
予 算 額 予 算 額 倍 率

（A） （B） （A／B）

1,559.36 1,557.54 1.00

うち 105.00 110.00 0.95

うち 36.00 36.00 1.00

うち 27.00 27.00 1.00

うち 59.00 59.00 1.00

うち 308.60 373.40 0.83

うち 建 築 GX ・ DX 推 進 事 業 73.00 65.00 1.12

うち 120.29 120.29 1.00

うち 357.67 301.53 1.19

うち 259.72 248.24 1.05

84.09 84.09 1.00

1.01 1.01 1.00

1,644.46 1,642.64 1.00

76.48 80.89 0.95

1,720.94 1,723.53 1.00

１．本表のほか、社会資本整備総合交付金等（令和８年度）として、13,126億円の内数がある。
２．本表のほか、東日本大震災からの復興対策に係る経費（東日本大震災復興特別会計）として、210.51億円がある。
３．本表の行政経費には他局計上分を含み、デジタル庁一括計上分を含まない。
４．みらいエコ住宅2026事業は、令和７年度補正予算として2,050億円（GX経済移行債を含む）があり、令和８年度当初予算等と合計した金額は2,500億円である。
５．計数はそれぞれ四捨五入しているため、端数において合計とは一致しない場合がある。

災 害 復 旧 等

公　　共　　事　　業　　関　　係　　計

行 政 経 費

合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

都 市 環 境 整 備

事　　　        　　項

住 宅 対 策

住 宅 ・ 建 築 物 防 災 力 緊 急 促 進 事 業

密 集 市 街 地 総 合 防 災 事 業

マ ン シ ョ ン 総 合 対 策 モ デ ル 事 業

空 き 家 対 策 総 合 支 援 事 業

住 宅 ・ 建 築 物 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 総 合 推 進 事 業

公 的 賃 貸 住 宅 家 賃 対 策

地 域 居 住 機 能 再 生 推 進 事 業

住 宅 金 融 支 援 機 構
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控控除除率率：： ００．．７７％％

※ 借入限度額のカッコ内は、子育て世帯等（＝ 「19歳未満の子を有する世帯」又は「夫婦のいずれかが40歳未満の世帯」 ）に適用される借入限度額
※ 買取再販住宅は、新築住宅と同等の支援水準、リフォームの借入限度額・控除期間は、2,000万円、10年
※ 災害レッドゾーン ： 土砂災害特別警戒区域、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域、浸水被害防止区域

災害危険区域（都市再生特別措置法に基づく勧告に従わないものとして公表の対象となった場合に限る）

2030（R12）2029（R11）2028（R10）2027（R9）2026（R8）

新築長期優良住宅
・低炭素住宅

借
入
限
度
額
・
控
除
期
間

既存

新築
ZEH水準省エネ住宅

既存

新築
省エネ基準適合住宅

既存

新築
その他住宅

既存

2,000万円所得要件
40㎡以上 （ただし、所得1,000万円超の者及び子育て世帯等への上乗せ措置利用者は50㎡以上）床面積要件

（令和10年以降入居分から）土砂災害等の災害レッドゾーン※の新築住宅は適用対象外（建替え・既存住宅・リフォームは適用対象）立地要件

4,500万円（5,000万円）× 13年

3,500万円（4,500万円）× 13年

3,500万円（4,500万円）× 13年

3,500万円（4,500万円）× 13年

ー（支援対象外）
2,000万円 × 10年

2,000万円 (3,000万円)× 13年

2,000万円（3,000万円）× 13年

ー（支援対象外）
ただし、2027年末までに建築確認を受けたもの等は2,000万円×10年

2050年カーボンニュートラルの実現に貢献するとともに、世帯構成の変化等を踏まえ、幅広い住まいの選択肢を提供するため、
住宅ローン減税を５年間延長するとともに、質の高い既存住宅の借入限度額・控除期間の拡充や床面積要件の緩和等を行う。

住宅ローン減税等の住宅取得等促進策に係る所要の措置（所得税等）
（参考３）令和８年度国土交通省税制改正事項（住宅局関係）（１／３）
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